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令和７年２月１２日 

 

佐倉市職員組合 

執行委員長 包國 雄太 様  

 

 

佐倉市長 西田 三十五 

 

 

確定要求書に係る回答について 

 

 令和７年１月１７日付け確定要求書について、下記のとおり回答いたします。 

 

１．労使協議 

賃金・手当・労働条件等の改定にあたっては、必ず職員組合との団体交渉

を尊重し、かつ、その合意に基づいて実施すること。また、我々公務員に

おいては労働基本権が制約されている中で、労使協議は重要な場である

と認識しているため、十分な議論が行えるよう適切な時間を確保するこ

と。 

  ⇒ 勤務条件等の改定にあたっては、今後も貴組合との交渉を尊重し、合

意が図れるよう努めてまいります。 

 

２．賃金・手当の改善等 

（１）社会人経験者採用枠の試験区分以外で採用された中途採用者の前歴換算

率についても、１００分の１００とすること。 

⇒ 前歴の職務内容を精査し、一部の前歴については 100分の 100として

換算しているところです。 

 

（２）休日の振替に伴い発生する土日祝日勤務と平日勤務との単価差額分を支

給すること。 

⇒ 全国的に本市と同様の取扱いとなっていることから、現行のとおりとい

たします。 
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（３）災害出動は突発的であり予見が困難なため、災害出動手当については、申

請漏れが発生しないように十分注意するとともに、特殊勤務手当支給規

則第 12条に規定する支給日に遅延が生じないようにすること。 

⇒ 災害出動は予見が困難なため、発生した際にはすみやかな申請を促し、

職員に不利益が生じないよう、周知徹底に努めてまいります。 

 

３．労働時間及び休暇等 

（１）各種勤務労働条件について、職員に対しイントラネット及び文書等の手段

により、引き続き確実に周知を行うこと。特に、一人職場の職員に対し配

慮するほか、勤務労働条件を大きく変更する場合にあっては、対象となる

職員に対し、説明会を開催する等の丁寧な対応を行うこと。 

⇒ 勤務条件等については、今後も周知徹底に努めるとともに、各所属に隔  

たりなく伝わるよう配慮してまいります。 

 

（２）職員組合が令和 6 年 7 月に実施したアンケートでは、昼休みを１時間取

得できていると回答した職員の割合が本庁で約 78％、出先で 42％と低く、

ここ数年落ちていることから、全ての職場において休憩時間が確実に取

得できるよう実態を把握し、早急に対策を講じること。 

⇒ 休憩時間の取得も含め、職場環境については、今後も可能な限り改善に

努めてまいります。出先機関についても、可能な範囲で対応できる方法

を検討してまいります。 

 

（３）時間外勤務の削減や振替休日の取得を求めるのであれば、相応の人員を配

置すること。また、業務の性質上、休日勤務が多くならざるを得ない所属

へ配慮すること。 

⇒ 各所属の人員の配置については、年度当初の人事異動のほかにも、兼務

や併任の発令、部内での人員の弾力的配置等により、柔軟に対応してま

いります。また、休日勤務については、振替休日が完全取得できるよう配

慮し、振替可能な勤務時間を満たさず、振替休日を取得できない場合は、

時間外勤務対応とするよう管理職に対して周知を図ってまいります。 

 

（４）自己の業務による振替休日の取得であればやむを得ないが、他所属の業務

手伝いによる振替休日の取得は、本務へのしわ寄せが懸念される。特に、

日ごろから時間外勤務や振替休日の取得が多い職員においては、なおさ
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らであり、このような職員は、他所属の業務手伝いをさせるべきではない

が、もしやむを得ずこのような職員に他所属の業務手伝いをさせるので

あれば、本務に影響の無い範囲で行わせること。 

   これができないのであれば、自己の業務は、所属内または属する部内で対

応し、それ以上の職員の動員が必要となるような業務は、費用対効果を分

析したうえで実施要否を判断すること。 

⇒ 業務の内容によっては、本務の職員だけでなく、他所属の職員の応援が

必要となる場合はありますが、他所属の業務であっても、市としての業務

でありますので、その応援が特定の職員ばかりに偏ってしまわないよう、

応援を依頼する所属に働きかけるなど、全庁における業務の平準化に対

する意識の啓発を図るよう促してまいります。 

 

（５）選挙の執行に際し、例えば国会議員の選挙等においては、国会議員の選挙

等の執行経費の基準に関する法律により一定程度の交付金が見込まれる

のであるから、一律に振替休日による対応を求めないこと。 

令和６年１０月２７日衆議院議員総選挙の際と同様、今後も時間外勤務

と振替休日の選択制を継続すること。 

⇒ 衆議院議員総選挙におきましては、時間外勤務時間も増加傾向にあっ

たものの、職員の時間外勤務縮減の取組が進展していることから、時間

外勤務を選択しても、職員の健康上の懸念は大きくないと判断いたしま

した。今後も職員の時間外勤務時間数を踏まえ、職員への健康や業務の

影響を考慮し、適切に判断してまいります。 

 

（６）「サービス残業は労働基準法に反する」ことを、引き続き管理職に対して

徹底すること。併せて、サービス残業の実態調査や巡視など、撲滅に向け

た具体的な取組みを行うこと。 

⇒ 『労働時間の短縮に関する指針』に示す「管理職による時間外勤務の適

正管理」及び「職員の健康への配慮」等により、引き続き周知徹底に努め

てまいります。併せて、「定時退庁しやすい環境づくり」についても管理

職の重要な役割であることを周知徹底し、サービス残業を許さない職場

風土の確立に努めるとともに、不要に在庁することのないよう働きかけ

てまいります。 

 

（７）年次有給休暇や特別休暇等、各種休暇の取得は権利行使であるから、こ



 4 

れらを完全取得できる職場環境を醸成するよう、管理職に対し徹底する

こと。 

⇒ 引き続き管理職に対し『労働時間の短縮に関する指針』に示す「年次有

給休暇の計画的取得等」について周知徹底を行い、職員が年次有給休暇

を計画的に取得できる職場環境の醸成に加え、週休日等と休暇を合わせ

た連続休暇の取得促進、家族等と過ごす際の休暇の取得奨励に努めてま

いります。 

 

（８）特定個人に時間外勤務が集中することのないよう、所属内の業務量及び質

を均衡させるべく、管理職に対し徹底すること。また、過度な兼務の発令

は、業務量の偏りを助長しかねないことから、兼務の発令は、必要最小限

とすること。 

⇒ 所属内における各職員の業務を適正に配分し、時間外勤務の縮減及び

平準化に努めるよう、引き続き管理職に対し、『労働時間の短縮に関する

指針』に示す「管理職による時間外勤務の適正管理」を周知徹底していく

とともに、所属職員に対しても時間外勤務の縮減及び平準化に対する意

識の啓発を図るよう促してまいります。兼務発令については、その的確

性を見極め適切に対応してまいります。 

 

（９）今年度より調整担当業務の 2人担当制が導入されたが、今後、効果検証を

行い調査の結果を示すこと。 

⇒ 今後、調整担当者へのアンケート調査を実施し、2人担当制導入の効果

検証を行う予定としています。 

 

（１０）リフレッシュ休暇について、昨年度における対象者の取得率を示すこと。

また、所属長に対し取得しやすい職場環境を醸成するよう徹底すること。 

⇒ リフレッシュ休暇の取得率は、以下のとおりです。今後も各種休暇と

併せて、積極的な取得を促してまいります。 

 

年度 取得日数 付与日数 取得割合

R3 184 232 79%

R4 198 252 79%

R5 230 266 86%

計 612 750 82%



 5 

 

（１１）女性職員の働きやすい環境づくりに努めること。その目的のために、例

えば、生理休暇の改善、つわり休暇の新設等、千葉県同等の制度整備等を

行うとともに、女性の働きやすい職場環境の醸成を管理職（所属長）に対

し徹底すること。 

⇒ 他団体の状況も踏まえつつ妥当性と有効性を考慮し、引き続き調査等

を実施し、適切な休暇制度の維持、改善及び周知に努めてまいります。 

 

（１２）令和５年度における日曜開庁の対象所属ごとの実績及びコストに関す

る数値等を示すこと。また、今年度より日曜開庁の縮小が開始されたが、

今後、効果検証を行い調査の結果を示すこと。 

⇒ 日曜開庁については、今年度の時間縮小を踏まえ、実績等を検証して

いく中で、研究に努めてまいります。なお、令和 5 年度の実績及びコス

トについては、別紙のとおりです。 

 

 

４．人事及び諸権利等 

（１）人事異動は、本人の希望及び適性を考慮すること。また、職種の変更、職

種の異なる職場への異動は、本人の自由意志による事前の同意を前提と

すること。 

⇒ 人事異動については、自己申告制度等により本人の意向や適性を把握

し、適材適所となるよう努めてまいります。また、職種変更及び職種の異

なる職場への異動に際し本人の事前の同意を得ることについては、必要

に応じ適切に対応をしてまいります。 

 

（２）メンタルヘルスに関する教育・研修等の充実について、引き続き努めるこ

と。 

⇒ メンタルヘルスに関する研修については、階層別研修で定期的に実施

しております。引き続き職員の理解を深めるような取り組みを継続して

まいります。 

 

（３）障がい者を市職員として採用する際は、ジョブコーチの導入等、ハード・

ソフトの両面で、職場のバリアフリー化を推進すること。 

⇒ 障がい者の採用にあたっては、本人の能力が最大限発揮できるような



 6 

適材適所の配置に努めるとともに、障がい者が働きやすい職場環境の実

現に努めてまいります。 

 

（４）執務環境状況について調査を行い、執務環境の改善が必要と判断される場

合は、職場の実態及び要望に即した改善をただちに図ること。特に、２号

館トイレについては、衛生状態が著しく劣化しており、職員からの苦情が

多いほか、子育て世代の市民が多く利用することから、新庁舎整備を待た

ず早期に改修を行うこと。 

⇒ ２号館トイレにつきましては、洋式トイレにウォシュレットを追加設

置いたしました。また本庁舎においては、現在、新庁舎整備の検討を進め

ているところであり、２号館も含まれるため、今後の方針等を踏まえ、引

き続き対応を検討してまいります。 

 

（５）職場における男女共同参画を実現するため、単純に女性管理職の登用率を

引き上げるのではなく、引き続き、能力に応じた登用を行う等、男女がと

もに納得のできる職員登用計画とすること。 

⇒ 男女共同参画を実現させるため、現状を分析のうえ、必要な措置を講

じてまいります。また、管理職への登用については、引き続き男女の別に

かかわらず、能力に応じた登用を行ってまいります。 

 

（６）職場においてハラスメントの実態を把握し、研修や指導を行う等により、

引き続きハラスメントによる人権侵害の発生防止に努めること。 

⇒ ６級昇格者を対象としたハラスメント研修において、ハラスメント防

止に関する内容を盛り込んだ講義を実施し、適正な職場管理に努めてお

ります。 

 

（７）療養休暇中の職員については、療養の原因が職場環境と推察できる場合に

は、当該職員の意向を踏まえた即時配置換えを実施する等の対応により、

原因の解消を図ること。 

⇒ 引き続き職員本人や所属長との面接を適宜実施し、療養の機会を確保

することで、心身の故障から回復できるよう、適切に対応してまいりま

す。 

 

（８）療養休暇や育児休業の職員が所属する職場においては、業務負担の増大が
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懸念されることから、代替職員を適正に配置するなど、当該職場の職員の

負担軽減を図る方策を検討すること。 

⇒ 長期に渡る療養休暇や育児休業の職員が所属する職場においては、代

替となる任期付職員の配置、兼務や併任の発令、部内での人員の弾力的

配置等により、柔軟に対応してまいります。 

 

（９）市の事業等において、職員ボランティアと称し職員のみを対象としたボラ

ンティアを募集することは、実質的なサービス残業の推進といえるため、

これは行わないよう引き続き周知徹底すること。 

⇒ ボランティア活動は、個々の職員の自発的な意思によるものと考えて

おります。仮に実質的な職務命令と判断されるような事例があった場合

には、速やかに適切な措置を講じるよう対応してまいります。 

 

（１０）条件附採用期間中の職員については、身分保障の観点から、事故発生の

危険性がある業務への従事は避けること。 

⇒ 該当する職員に対しては、条件附採用期間中における身分保障につい

て十分な説明を行い、事故の防止に努めてまいります。 

 

（１１）人事評価制度に関し、成績率区分１及び２に配置される職員割合の上限

拡大と同様に妥結事項である、成績率区分１及び２における勤勉手当加

算率の増加についても確実に履行すること。また、人事評価制度が職員の

意欲向上に適切に寄与するよう運用すること。 

併せて、成績率区分１及び２に該当する職員割合の実数を別途提示する

こと。 

⇒ 条例で規定しているとおり予算の範囲において、職員の意欲向上に寄

与するように適切に運用してまいります。また、成績率区分１及び２に

該当する職員割合は、非公表を前提として情報提供を行います。 

 

５．会計年度任用職員 

会計年度任用職員の労働条件等については、同じ組織で働く他の職員へ

の影響もあることから、今後も必要に応じ労使協議を行うこと。 

  ⇒ 会計年度任用職員の処遇については、社会情勢、近隣自治体の状況や

総務省の事務処理マニュアル等に基づき正規職員との権衡に留意してお

りますが、今後も必要に応じ、貴組合との協議を行ってまいります。 


